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婚活イベントを実施することで、より多くのカップルを誕生させ、成婚に結び付け、定住化及び少子化対策
に寄与する。
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補助金の使途
についての特
記事項等

運営費のすべてが出会いの場の創出のためのイベント等に係る経費

140

実施を義務付ける規定

関 連 す る 市 勢 振 興
計 画 の 基 本 計 画

章

節 区　分

事 務 事 業 評 価 票 [ 市 単 独 補 助 金 ] 28 年度平成

担当課 政策企画課

事業の背景及び概
要（現状、課題）、ま
たは交付団体の活
動目的、活動内容
など

全国的に生涯未婚率の増加及び晩婚化の傾向が続く中、島原市の平成２２年度の生涯未婚率は男性が
21.1％、女性が11.5％で、１０年間で男性は約２倍、女性は約１．４倍に増えている。また、平均初婚の年
齢も男性が30.1歳、女性が28.9歳と晩婚化傾向にあり、これに伴い、第１子出産年齢も29.1歳と上昇してい
る現状で、こうした傾向は、出生数の減少にもつながっている。平成２７年に２０歳以上４９歳以下の男女
を対象に長崎県が実施した「結婚・妊娠・出産・子育てに関する意識調査」の島原市の結果をみると、行政
に取り組んでほしい結婚支援事業についてはすべての年齢層で、「安定した雇用の供給」「経済的支援」
「婚活イベントなどによる出会いの場の提供」が選ばれている。
このような状況の中、行政と市民との協働で婚活の出会いの場の創出を目指して組織されたのが島原市めぐ
りあい事業実行委員会であり、結婚の希望をかなえたい方を対象に婚活イベント等に取り組んでいる。
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根 拠 法 令 等 島原市めぐりあい事業補助金交付要綱

その他の助成金
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役務費

補助金交付内容等

〈 積 算 基 礎 等 ）

８００，０００円
　内訳：市補助金：683,000円
　　　　長崎県補助金「地域めぐりあい創出事業補助金」：117,000円
　　　　※婚活イベントへの参加者の費用負担等を除いたイベント経費
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年度の当該団体等の事業費の主な内訳  (市補助金が充当されていると思われるものから順に記載)     （単位：千円）
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◎１次評価（自己評価）

（ ）

（ ）

◎２次評価

◎３次評価

予算措置額の増減：

（ ）

備
考

⇒ △ 300

備　　考

島原市めぐりあい事業実行委員会補助金

　担当課認識のとおりイベントが形骸化しているため、ノウハウを持った民間事業者への委託も含め検討する必要がある。

判　　　定

評　価　結　果　を　踏　ま　え　た　次　年　度　予　算　へ　の　反　映　状　況　　（☑）

○視点別分析
視　  　　　　点 現　状　分　析 説　　　　　　　　　　　　明

② 市 の 関 与 の 必 要 性

出会いの場の創出については、島原市まち・ひと・しごと総合戦略にも盛
り込まれており、島原市独自の手法により積極的な取り組みを進めてい
る。
また、市民からも出会いの場の機会をつくって欲しいとの要望も出されて
いる。

① 助 成 事 業 の 効 果

③ 団 体 の 事 業 内 容 や

助成の在り方等の見直し
の

総 合 評 価

判
　
定

実行委員会を組織し実施すべきか、ノウハウを持った民間事業者を活用し
実施すべきか今後検討が必要

　必要性

  Ｂ　見直しのうえで実施

○総合評価と今後の方向性

備　　考

見
直
し
の

方
向
性

実行委員会で実施しているが、イベントが形骸化しており、ノウハウを持った民間事業者等を活用し
ていくべきか検討が必要。

判　　　定

　今後の課題と見直しの
　方向性（総合評価判定が
  Ｂ１～Ｂ４の場合）

課
 

題

少人数規模でのイベントが効果を上げており、年代ごと、同じ趣味などお互いが話しやすい環境での
出会いの場の創出による参加者の確保が課題である。

地元の若者にとって、めぐり逢いの場は少なくなっており、機会を設けることは重要であり、今後も
実施すべき事業である。

平成２７年度は、１３組のカップルが誕生しており、そのうち結婚報告が
２組（入籍はまだ）、８組については現在もお付き合い中であり、意図し
た効果があがっているものと考えられる。

千円

休止･廃止の具体的方向性

判
定
理
由

意図した効果があがっている

ある程度効果がある。

あまり効果がない

分析できない

事業効果は後年度

必要性は薄れていない

少し薄れている

薄れている

不明

該当しない

見直しの必要はない

検討の余地はある

見直しの必要あり

補助額の削減

B1 事業規模の拡大 B2 事業規模の縮小

B3 事業内容の改善 B4 その他の見直し

Ａ 継続(特段の見直しは行わない）

Ｃ 休止（隔年実施など）

Ｄ 廃止（終期の設定も含む）

補助額の増加 補助の休止若しくは廃止 現状維持
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